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基準２ 教育組織（実施体制） 

（１）観点ごとの分析 

観点２－１－①： 学科の構成が，教育の目的を達成する上で適切なものとなっているか。 

（観点に係る状況）  

 本校準学士課程の学科は，学校運営の組織の中で，技術の基礎となる機械，電気，化学の分野から，

本校の目的「深く専門の学芸を教授し，職業に必要な能力を育成すること」を達成するように設立さ

れ，４つの専門学科で構成されている（資料２－１－①－１～２）。各学科の目的は学則第７条に，

定められている（資料２－１－①－３）。科学技術の動向や社会のニーズに沿ったそれぞれの学科の

具体的教育方針が掲げられている（資料２－１－①－４～７）。 

 また，学校の目的を達成する上で，基礎専門科目と，一般的に必要な一般教養科目を教授し，各専

門学科と連携しながら，幅広い知識，豊かな教養を身につけさせ，情操豊かで健全な社会人の育成を

目指す全専門学科横断的な総合科学科を設置している。 

 

 

 

資料２－１－①－１ 
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（出典：総務課資料） 
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資料２－１－①－２  

鶴岡工業高等専門学校学則（抜粋） 

 

（出典：規程集） 

 

資料２－１－①－３  

準学士課程各学科の目的 

鶴岡工業高等専門学校学則（抜粋） 

 

（出典：規程集） 
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資料２－１－①－４ 

機械工学科の具体的教育方針 

 

（出典：平成25年度学校総覧, p.10） 
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資料２－１－①－５ 

電気電子工学科の具体的教育方針 

 

 

（出典：平成25年度学校総覧, p.12） 
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資料２－１－①－６ 

制御情報工学科の具体的教育方針 

 

 

（出典：平成25年度学校総覧, p.14） 
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資料２－１－①－７ 

物質工学科の具体的教育方針 

 

（出典：平成25年度学校総覧, p.16） 
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（分析結果とその根拠理由）  

本校準学士課程の学科は，機械工学科，電気電子工学科，制御情報工学科及び物質工学科の４学科

であり，高等専門学校設置基準に沿った構成となっている。各学科は，本校の目的に沿って具体的な

教育方針に基づいて，科学技術の動向や社会のニーズに沿った教育を行っており，学科の構成は教育

の目的を達成する上で適切なものとなっている。 

 

 

観点２－１－②： 専攻科を設置している場合には，専攻科の構成が，教育の目的を達成する上で

適切なものとなっているか。 

（観点に係る状況）  

本校の専攻科課程は，学校教育法に基づき，準学士課程の５年間一貫教育を基礎とし，本校の目的

に沿ったより高度な専門教育・研究を行うために設置したもので，機械電気システム工学専攻，物質

工学専攻の２専攻から構成されている（資料１－１－①－９参照）。 

 機械電気システム工学専攻は，機械，電気電子及び制御情報工学に関する高度な専門知識の習得と

これらを応用したシステムの設計や開発技術力を持った実践的な開発型技術者を養成することを目指

している。 

 物質工学専攻は，物質及び生物工学に関する高度な専門知識の習得と，情報技術に関する知識を融

合して幅広い開発技術能力を持った実践的な開発型技術者を養成することを目指している。 

 また，準学士課程４，５学年と専攻科課程１，２学年の４年間については，４学科２専攻を一体化

したJABEE教育として「生産システム工学」プログラムを組織し，基礎工学及び得意とする専門技術

を総合的に発揮して地域社会の要請に応えられ，国際的にも活躍できる実践的かつ創造的な開発型技

術者の養成を目指している（資料２－１－②－１）。これは専攻科課程の目指す人材像とも一致して

いる（資料１－１－①－12参照）。 
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資料２－１－②－１

 

（出典：平成25年度シラバス, p.12） 
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（分析結果とその根拠理由）  

本校の専攻科課程は，学校教育法の規定に適合して設置されている。本校の教育目的に照らし合わ

せて教育目標が掲げられ，それに基づき教育方針が立てられ，地域社会の要請にも応えており，専攻

科課程の構成が，教育の目的を達成する上で適切なものとなっている。 

 

 

観点２－１－③： 全学的なセンター等を設置している場合には，それらが教育の目的を達成する

上で適切なものとなっているか。 

（観点に係る状況） 

本校では，学校組織図（資料２－１－③－１）に示すように，全学的なセンターとして， 

 （１）地域共同テクノセンター 

 （２）学生支援センター 

 （３）総合情報センター 

 （４）教育研究技術支援センター 

 （５）国際交流支援室 

が設置されている。以下，各センターの目的，教育研究活動について述べる。 

 

（１）地域共同テクノセンター 

 本校において蓄積した技術開発及び研究成果を基に，地域社会の発展への寄与，本校の教育研究の

充実発展に資することを目的としている（資料２－１－③－２）。以下では教育に関する活動につい

て述べる。 

学外との共同研究は活発に行われ，それらの研究テーマは準学士課程の卒業研究，専攻科課程の専

攻科研究にも展開され，実践的教育面において有効な活動となっている（資料２－１－③－３～４）。

また，卒業研究テーマの公募も行われ，実施されている（資料２－１－③－５）。 

平成24年４月，本センター内に｢CO-OP教育推進室｣を設置し（資料２－１－③－１参照），地域企

業等との連携による共同教育の推進活動を行っている。地元企業の訪問研修の実施，地元企業と連携

し学生の休暇期間を活用したCO-OP教育を開始している（資料２－１－③－６～７）。本教育は，就

業を学生の休暇期間に限定しており，学修へのデメリットが生じない。また育成能力について，コミ

ュニケーション能力，基礎技術，問題解決能力とし，就業能力向上を目的に定めているところに特徴

がある（資料２－１－③－８）。 

 

（２）学生支援センター 

学生に対する修学，生活，進路選択等の支援業務を総合的に行い，併せて学生及び教職員の健康管

理についての支援を行い，本校の教育研究活動の円滑な実施に資することを目的としている（資料２

－１－③－９）。 

相談室は，相談業務を通じて，心身の健康維持・増進に資すること，並びに発達障がいの学生，そ

の他学校生活上支援を要する者に対し適切な支援を行うことを目的としている（資料２－１－③－

10）。      

キャリア支援室は，一貫した総合的なキャリア教育を行うことにより，学生の進路選択等の支援体

制の一層の充実を図ることを目的としている（資料２－１－③－11）。保健室は，健康管理に関し総
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合的な支援を行うことを目的としている（資料２－１－③－12）。 

 学生支援センターの下に，健康相談・管理，キャリア支援等を，関係者が一丸となって行える体制

になっている。相談活動に対しては，本校ウェブページへの掲載，教室へのポスター掲示を行うなど

周知を図っている（資料２－１－③－13～14）。 

 

（３）総合情報センター 

 教育用情報機器，ネットワークシステムの適切な管理及び運用，調査及び研究の推進，情報処理教

育及び情報通信基盤の充実を目的としている（資料２－１－③－15）。センターは授業時間以外にも

レポート課題の作成等で活発に利用されている（資料２－１－③－16～17）。 

 

（４）教育研究技術支援センター 

 技術職員が連携し教育研究業務の計画的な技術的支援を行い，教育研究の充実及び機能的かつ円滑

な推進を図ることを目的としている（資料２－１－③－18）。本センター員は，技術第１～３班に所

属し，実習・実験の技術指導を行うと共に，卒業研究，専攻科研究時の実験支援，装置製作支援など

活発に活動している（資料２－１－③－19～20）。 

 

（５）国際交流支援室 

国際交流支援室は，学生及び教職員の国際交流の推進に関する具体的な業務を行うことを目的とし

ている（資料２－１－③－21）。 

本支援室の活動により，さらなる英語力の向上や異文化交流を目的にアメリカ，フランス等への短

期留学，交換留学が行われている。また，タイ，フィンランドの高等教育機関との交流も開始された。

2012年３月には，準学士課程３年から５年の学生12名がアメリカへの留学に参加し，専攻科課程の学

生がフランス及びフィンランドへ留学し，準学士課程の学生はタイへの工場見学を実施するなど，学

生が国際的な教育へ触れるように活発な活動をしている（資料２－１－③－22）。 
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資料２－１－③－１ 

学校組織図 

 

（出展：総務課資料） 
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資料２－１－③－２ 

 （抜粋）

 

    （業務）  

第３条 センターは次の業務を行う。  

一 地域企業等との共同研究及び受託研究の促進支援に関すること。  

二 地域企業等への学術情報の提供及び技術協力に関すること。  

三 地域企業等に対する技術開発相談に関すること。  

四 共同研究室の管理に関すること。  

五 技術講演会及び技術セミナーに関すること。  

六 CO-OP教育の推進に関すること。  

七 その他産学官連携に関すること。 

 （出典：規程集） 
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資料２－１－③－３ 

 

（出典：テクノセンターリポート第13号, p.８） 

 

 



鶴岡工業高等専門学校 基準２ 

- 40 - 

資料２－１－③－４ 

共同研究テーマの卒業研究への展開（例） 

 

（出典：日本機械学会発表原稿抜粋，第9回生産加工・工作機械部門講演会） 

 

資料２－１－③－５ 

 

（出典：テクノセンターリポート第13号, p.12） 
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資料２－１－③－６ 

ＣＯ－ＯＰ教育成果例 

 

（出典：本校ウェブページ） 
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資料２－１－③－７ 

ＣＯ－ＯＰ教育説明会 

 

（出典：地域共同テクノセンター資料） 
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資料２－１－③－８ 

本校ＣＯ－ＯＰ教育の特徴 

 

（出典：本校ウェブページ） 
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資料２－１－③－９ 

 （抜粋）

 

（出典：規程集） 

 

資料２－１－③－10 

 （抜粋）

 

（出典：規程集） 
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資料２－１－③－11 

 （抜粋）

 

（出典：規程集） 

 

資料２－１－③－12 

 （抜粋）

 

（出典：規程集） 

 



鶴岡工業高等専門学校 基準２ 

- 46 - 

資料２－１－③－13 

相談活動本校ウェブページ掲載事例  

 

（出展：本校ウェブページ） 

 

資料２－１－③－14 

教室への掲示例 

 

（出典：クラスルーム掲示） 
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資料２－１－③－15 

 （抜粋）

 

（出典：規程集） 
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資料２－１－③－16 

 
（出典：総合情報センター資料） 

 

資料２－１－③－17 
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（出典：総合情報センター資料） 
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資料２－１－③－18 

 （抜粋）

 

（出典：規程集） 
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資料２－１－③－19 

 

（出典：本校ウェブページ） 

 

資料２－１－③－20 

 

（出典：本校ウェブページ） 
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資料２－１－③－21 

 （抜粋）

 

 （出典：規程集） 

 

資料２－１－③－22 

 

（出典：本校ウェブページ） 
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（分析結果とその根拠理由）  

全学的なセンターである，地域共同テクノセンター，学生支援センター，総合情報センター，教育

研究技術支援センター及び国際交流支援室は，学生及び教職員の学習，教育等の支援に多方面から活

発に活用されており，教育の目的を達成する上で適切なものとなっている。 

 

 

観点２－２－①： 教育活動を有効に展開するための検討・運営体制が整備され，教育活動等に係る

重要事項を審議する等の必要な活動が行われているか。 

（観点に係る状況）  

本校には，各種活動を企画・実行・検討（改善）する組織が設置されている（資料２－２－①－

１）。 

その中で教育活動を検討し，運営する主たる組織として， 

  ・運営会議 

・将来構想・戦略会議 

・教務委員会 

・専攻科委員会 

・FD委員会 

・評価・改善委員会 

がある。 

 運営会議は，本校の活動全体を審議し，決定する会議であり（資料２－２－①－２），決定事項は

各委員会等で実行に移される（資料２－２－①－３）。 

 将来構想・戦略会議では，将来的事項に対する戦略の策定，将来構想検討，および本校の年度計画

の策定及び実施結果の評価等を検討・審議する（資料２－２－①－４，５）。 

 教務委員会は，教育課程の編成や教育課程運営に必要な事項の企画・立案を行うなど，準学士課程

の教育に関する様々な事項を審議する（資料２－２－①－６）。 

専攻科委員会は，専攻科課程の教育に関する様々な事項を審議する（資料２－２－①－７）。 

FD委員会は，教育目標，方針，手段及び教育環境の点検評価，JABEEプログラムの点検，評価，及

びFDに関する点検，評価を行う。（資料２－２－①－８）。 

 評価・改善委員会は，教育目標，方針，手段及び教育環境の改善，JABEEプログラムの改善，その

他教育全般に関する評価検討結果に対して，改善を図るべき事項を審議，提案する（資料２－２－①

－９）。 

 本校では，教務委員会あるいは専攻科委員会による教育活動の計画（P），実行（D），FD委員会に

よる点検（C），評価・改善委員会による改善提案（A），その改善提案事項について，教務あるいは

専攻科委員会で計画立案（P）するというPDCAサイクルがまわっており，教育活動を停滞なく改善し

ている（資料２－２－①－10～13）。 
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資料２－２－①－１ 

学校組織図 
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（出典：総務課資料） 
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資料２－２－①－２ 

 （抜粋）

 

（出典：規程集） 

 

資料２－２－①－３ 

運営会議議事録(抜粋) 

 

（出典：運営会議議事録） 
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資料２－２－①－４ 

 （抜粋）

 

（出典：規程集） 

 

資料２－２－①－５ 

将来構想・戦略会議議事録(抜粋) 

（抜粋）

 
（出典：将来構想・戦略会議議事録） 
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資料２－２－①－６ 

 （抜粋）

 

（出典：規程集） 

 

資料２－２－①－７ 

 （抜粋）

 

（出典：規程集） 
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資料２－２－①－８ 

 （抜粋）

 

（出典：規程集） 

 

資料２－２－①－９ 

 （抜粋）

 

（出典：規程集） 
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資料２－２－①－10 

 

（出典：FD委員会資料） 
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資料２－２－②－11 

評価・改善委員会による提言事例 

 
 （出典：評価・改善委員会資料） 
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資料２－２－②－12 

 

教育改善の審議事例 

 

平成２５年度第２回入学試験委員会及び第３回教務委員会議事概要（抜粋） 

 

日時 平成２５年 ４月２４日（水） 

１６：００～１８：１５ 

場所 大会議室 

 

出席者 【入学試験委員会】栁本委員長、佐藤（浩）、本間（浩）、飯島、窪田、本橋、佐藤

（秀）、吉住、瀬川、神田の各委員、学生課長 

【教務委員会】栁本委員長、窪田、本橋、佐藤（秀）、吉住、瀬川、田中、神田の各委

員、学生課長 

欠席者 【入学試験委員会】宍戸委員、事務部長 

【教務委員会】宍戸委員、南委員 

 

議 題 

１） 教育改善に関する提言への対応について （教務）              

委員長から、前回教務委員会に評価改善委員会からの教育改善に関する提言（資料６-

１）があり、その内容について各学科の現状をお知らせいただいていた旨発言の後、各学

科長から現状や今後の予定も含め、資料６-２に基づいて説明があった。委員から、提言内

容である自宅学習時間の増加、オフィスアワーの推進、資格試験に関する授業の増加に関

して種々意見交換がなされた。 

また、資料６-３に基づき、退職した本校ＯＢのデータベース化について委員長から説明

があり、黒田委員より補足説明があった。その後委員から庄内地区で退職した本校ＯＢに

限定して同窓会にデータ作成を依頼してはどうかとの発言があった。 

 

２） 「教育目標等の認知度に関するアンケート」の結果と提言への対応について（教務） 

委員長から資料７に基づいて説明があり、評価改善委員会からの提言を受けて、校訓や

基本教育目標を各クラスに掲示したい旨発言があり、了承された。また、神田委員よりキ

ャリア教育の中のスキルアップ講座でも説明を行っていきたい旨発言があった。 

 

 

（出典：教務委員会資料） 
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資料２－２－②－13   

評価・改善委員会の提言に基づく立案，実施例 

 
 （出典：教務委員会資料） 
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（分析結果とその根拠理由）  

運営会議，将来・構想戦略会議，教務委員会，専攻科委員会等，規程が定められており，教育活動

については常にPDCAサイクルがまわり，活動を停滞なく行っている。教育活動を有効に展開するため

の検討・運営体制が整備され，教育活動等に係る重要事項を審議する等の必要な活動が行われている。 

 

 

 観点２－２－②： 一般科目及び専門科目を担当する教員間の連携が，機能的に行われているか。 

（観点に係る状況）  

 本校においては，教務委員会，専攻科委員会，FD委員会，評価・改善委員会を中心として，一般

科目と専門科目の両担当教員間との連携が取られている。上記委員会は，総合科学科，専門４学科

から各々メンバーを参集し，一般科目と専門科目の連携についても検討し，実施に移せる体制にな

っている（資料２－２－②－１）。 

 連携事例として，専門科目を習得する基礎となる数学，物理の学力向上が挙げられる。例えば，

モデルコアカリキュラムに関して自己点検評価を行った際には，専門科目で必須な項目について明

らかにし，一般科目を教授する総合科学科教員に伝え，一般科目で習得する数学，物理の内容を改

善する活動を行っている（資料２－２－②－２）。 

 また，FD委員会による教員間の授業参観とその後の研修会においても，平成24年度は，基礎専門

科目である数学及び物理と，それに関連が強い専門科目を重点的に参観し，研修会を行った（資料

２－２－②－３）。 

  コミュニケーション，国際教育に関しても，英語科の協力のもと，平成24年度から海外工場見学

を実施している（資料２－２－②－４）。また，１，２年生を担任する一般科目教員が，専門科目

教員と連携し，特別活動の時間を使って積極的にキャリア教育に取り組んでいる（資料２－２－②

－５）。  
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資料２－２－②－１ 

平成25年度校務分掌（抜粋） 

教務委員会 委 柳本（Ｉ），窪田（Ｇ），本橋（Ｍ），佐藤（秀）（Ｅ），吉住（Ｉ），瀬川（Ｂ），
田中（Ｍ），神田（Ｅ），宍戸（Ｉ），南（Ｂ），学生課長 １１名

学生委員会 委 佐藤（浩）（Ｇ），本間（浩），野々村（Ｇ），小野寺（Ｍ），保科（Ｅ），

渡部（Ｉ），上松（Ｇ），田邊（Ｇ），阿部（秀）（Ｇ），徳永（Ｍ），
五十嵐（Ｍ），森谷（Ｅ），安齋（Ｉ），佐藤（司）（Ｂ），学生課長 １５名

寮務委員会 委 本間（浩）（Ｇ），佐藤（浩）（Ｇ），茨木（Ｇ），矢吹（Ｍ），宝賀（Ｅ），

西山（Ｉ），加田（Ｇ），比留間（Ｇ），主濱（Ｇ），田阪（Ｇ），佐々木（Ｍ），
佐藤（淳）（Ｅ），内海（Ｉ），戸嶋（Ｂ），寮監，事務部長，学生課長１７名

専攻科委員会 委 飯島（Ｂ），佐藤（淳）（Ｅ），宍戸（Ｉ），矢吹（Ｍ），保科（Ｅ），戸嶋（Ｂ），

主濱（Ｇ），学生課長 ８名

ＦＤ委員会 委 渡部（Ｉ），木村（Ｇ），竹村（Ｍ），武市（Ｅ），清野（Ｂ） ５名

評価・改善 委 佐藤（浩） （Ｇ） ，飯島（Ｂ） ，佐藤（貴） （Ｂ） ，大河内（Ｇ） ，佐藤（淳），

委員会 江口（Ｅ） ，内山（Ｅ） ，事務部長 ８名

（Ｇ）：総合科学科，（Ｍ）：機械工学科，（Ｅ）：電気電子工学科，（Ｉ）：制御情報工学科，（Ｂ）：物質工学科  

（出典：総務課資料） 
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資料２－２－②－２ 

 

（出典：教員会議資料） 
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資料２－２－②－３ 

 

 

（出典：FD委員会資料） 
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資料２－２－②－４ 

 

（出典：教務委員会資料） 
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資料２－２－②－５ 

 

（出典：学会報告ポスター） 
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（分析結果とその根拠理由）  

教務委員会，専攻科委員会，FD委員会，評価・改善委員会では，総合科学科と専門４学科の教員が

委員になっており，授業の内容や進度について審議がなされている。一般科目と専門科目の教員間の

連携の例として物理，数学の学力向上，コミュニケーション，国際教育，キャリア教育等がある。 

以上により，一般科目と専門科目の教員間の連携が機能的に行われている。 

 

 

観点２－２－③： 教員の教育活動を円滑に実施するための支援体制が機能しているか。 

（観点に係る状況）  

準学士課程では，各学級に学級担任が配置される。学級担任は，学生委員会から学生生活指導の手

引きが提示され，手引きに基づいて円滑に担任業務が行える（資料２－２－③－１～２）。また，１，

２年生では担任会，３年生以上では学科会議が担任を支援している（資料２－２－③－３～４）。ま

た，専攻科課程においては，学級担任に相当する専攻長が配置されており，指導教員を支援している。     

各学年，学級の状況は教員会議で報告され，全教員に周知され教育活動の情報の共有化を図ってい

る（資料２－２－③－５）。専攻科課程においては，専攻科委員会があり，支援組織として機能して

いる。さらに，高専総合管理システムにより，成績管理，出席管理等の合理化を図り，教育活動を円

滑に推進している（資料２－２－③－６）。 

課外活動の顧問教員に対しても，学生生活指導の手引き等で留意点が示され，学生委員会が支援し

ている（資料２－２－③－７～８）。また，本校後援会からは，遠征時における学生引率旅費等の支

援がある（資料２－２－③－９）。 
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資料２－２－③－１ 

学級担任，専攻長 

 

（出典：平成25年度学生便覧, p.168） 
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資料２－２－③－２ 

 （抜粋）
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資料２－２－③－２続き 

 

（出典：平成25年度学生生活指導の手引き, pp.25～26） 
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資料２－２－③－３ 

２学年担任会議事録 

 

（出典：２学年担任会議事録） 
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資料２－２－③－４ 

（抜粋）

 

（出典：機械工学科資料） 
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資料２－２－③－５ 

教員会議案内（連絡協議会） 

 
（出典：総務課資料） 
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資料２－２－③－６ 

高専総合管理システム 

 

（出典：高専総合管理システム） 
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資料２－２－③－７ 

課外活動への留意点（学生指導の手引きから抜粋） 

 

（出典：平成25年度学生生活指導の手引き,p.1） 

 

資料２－２－③－８ 

課外活動担当非常勤教員の募集 

（出典：学生委員会資料） 

 



鶴岡工業高等専門学校 基準２ 

- 77 - 

資料２－２－③－９ 

 
（出典：後援会資料） 

 

（分析結果とその根拠理由）  

本校では，担任会，学科会議，学生委員会，及び後援会等により支援体制が整備され，教育活動が

円滑に実施されている。 

以上により，教員の教育活動を円滑に実施するための支援体制が機能している。 
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（２）優れた点及び改善を要する点 

（優れた点）  

準学士課程及び専攻科課程の教育組織は，学校教育法の規定に適合しており，４専門学科の教員と

総合科学科の教員が良く連携して教育に当たっている。 

 また，全学的なセンターが設置されており，学生及び教職員の学習，教育・研究等の支援に活発に

活用されている。 

 さらに，教育課程全体を企画調整する検討・運営体制が整備されて，重要事項の審議など必要な活

動が行われている。加えて，教育課程全体を支援するための体制が整えられている。 

 

（改善を要する点）  

 特になし 

 

 

（３）基準２の自己評価の概要 

本校準学士課程の学科は，機械工学科，電気電子工学科，制御情報工学科及び物質工学科の４学科

であり，高等専門学校設置基準に沿った構成となっている。各学科は，本校の目的に沿って具体的な

教育方針に基づいて，科学技術の動向や社会のニーズに沿った教育を行っており，学科の構成は教育

の目的を達成する上で適切なものとなっている。 

本校の専攻科課程は，学校教育法の規定に適合して設置されている。本校の教育目的に照らし合わ

せて教育目標が掲げられ，それに基づき教育方針が立てられ，地域社会の要請にも応えており，専攻

科課程の構成が，教育の目的を達成する上で適切なものとなっている。 

全学的なセンターである，地域共同テクノセンター，学生支援センター，総合情報センター，教育

研究技術支援センター及び国際交流支援室は，学生及び教職員の学習，教育等の支援に，多方面から

活発に活用されており，教育の目的を達成する上で適切なものとなっている。 

運営会議，教務委員会，専攻科委員会等，規程が定められており，教育活動については常にPDCAサ

イクルがまわり，活動を停滞なく行っている。教育活動を有効に展開するための検討・運営体制が整

備され，教育活動等に係る重要事項を審議する等の必要な活動が行われている。 

教務委員会，専攻科委員会，FD委員会，評価・改善委員会では，常に一般科目と専門科目の連携に

ついて検討され，実施に移せるようになっている。物理，数学の学力向上，コミュニケーション，国

際教育，キャリア教育等で一般科目と専門科目の教員間の連携が図られており，それらは機能的に行

われている。 

本校では，担任会，学科会議，学生委員会，及び後援会等により支援体制が整備され，教育活動が

円滑に実施されている。 

以上により，教員の教育活動を円滑に実施するための支援体制が機能している。 


